
２０２６年度 TSKグループ伝統芸能助成金制度 要綱 

 

◆第 1  目的 

     この制度は、島根県・鳥取県内の伝統芸能活動に取り組む団体が実施する伝統芸能の保

存や継承活動に対して助成を行うことにより、当該団体の自主的な伝統芸能活動を支援

するとともに、地域伝統芸能の保存や継承活動を促進し、両県内の伝統芸能の振興に資

することを目的とする。 

 

◆第 2  助成対象主体 

     助成の対象主体は、島根県・鳥取県に活動の本拠を有する団体（又は共同組織体）で、

過去に助成金の対象団体になったか否かの区別なく、次の要件を有するものとする。 

     （１）代表者及び所在地が明らかなこと。 

     （２）会計経理が明確なこと。 

     （３）一定の活動実績又はその見込みがあること。 

 

◆第 3  助成対象事業 

     対象事業は、助成対象主体によって２０２６年度（２０２６年４月１日～２０２７年 

３月３１日）に取り組まれる地域伝統芸能の保存と継承に資する次の事業とする。 

     （１）地域伝統芸能に関する保存・継承事業 

     （２）地域伝統芸能に関する修復事業 

     （３）地域伝統芸能に関する行事等実施事業 

     （４）その他、地域伝統芸能に寄与する事業 

 

◆第 4  助成対象外事項 

     次のいずれかに該当する場合は助成の対象としない。 

     （１）個人的事業又は営利を主な目的とする収益事業 

     （２）事業実施団体の構成員等の会合・見学の域にとどまる事業 

     （３）事業実施団体の運営等に係る経常的な経費、及び飲食に係る経費 

      

◆第 5  助成対象経費 

     １．助成の対象経費は、事業に直接必要な経費のうち別表１に基づくものとする。 

２．別表１にない経費について助成を要望する場合は、その理由を明記(様式第１号 

－２－２)し、対象の適否について判断を受けるものとする。 

 

◆第 6  申込み手続 

     助成金の申込みは、様式第１号による助成金申込書に、活動実績及び事業概要の把握に

参考となる資料（見積書、実施計画書、収支予算書等）を添えて提出するものとする。    

 

◆第 7  審査委員会 

     地域の伝統芸能に精通した有識者を審査委員とした審査委員会を、年に一度、島根県・

鳥取県それぞれで開催する。 

     TSK グループに属する役職員は審査委員に選任されることはない。 

 



 

◆第 8  選考基準 

     助成事業は、審査委員会において次の基準を基に選考する。 

     （１）助成金の使用目的及び実施方法が適切であること。 

     （２）助成効果が一過性でなく継続的に期待できるものであること。 

     （３）子供など次世代への継承が期待できるものであること。 

     （４）助成団体が特定の地域に偏ることのないこと。 

      

◆第 9  助成金額 

     助成金額は、原則１事業につき３０万円以内で、団体負担金額の範囲内としその額は審

査委員会で決定する。 

 

◆第 10  助成の通知 

     １．審査委員会での選考の後、助成の適否及び助成金の額を交付対象確認通知書(様式

第２号)により申込み団体に通知する。 

     ２．前項により通知を受けた団体が助成金の交付を受けようとする場合は、速やかに助

成金確認書(様式第３号)を提出するものとする。 

     ３．申込み内容等について下記（１）又は（２）に該当する変更が生じた場合は、助成

事業変更承認申請書(様式第４号)により直ちに報告し、変更承認通知書(様式第 5 号)に

より、その承認を受けなければならない。なお、助成金の増額を伴う変更は認めないも

のとする。 

     （１）助成金の総額の２０％を超える減を伴う変更 

     （２）本助成事業の目的または仕様に及ぼす影響が大きい変更 

 

◆第 11 実施報告 

     助成団体が助成対象事業を終了したときは、助成金実績報告書(様式第６号)に関係書類

を添付の上、事業終了の日から１ヶ月以内又は２０２７年４月１５日までのいずれか早

い日に提出する。 

 

◆第 12 助成金の交付 

     １．ＴＳＫグループ伝統芸能助成事務局（以下「事務局」という）は、期限内に助成金

実績報告書を受理したとき、その内容を審査の上、その助成金の交付の決定の内容と適

合するものであるか確認し、適合すると認められたときは助成金を交付する。 

     ２．前項にかかわらず、審査委員が文化財の保存伝承にとってふさわしくないと判断し

た場合は、助成しないことがある。 

     ３．事務局は、必要に応じ助成団体に対し、事業の実施状況等の報告を求め、実地検査

を行うことがある。検査により不適切な執行等が明らかになった場合は、助成しないこ

とがある。 

     

◆第 13 募集及び選考時期 

     募集及び選考は、原則各年１回行う。 

      ＜募集期間＞ 

       ２０２６年度助成分 ２０２５年１０月１日～２０２５年１２月１９日 



 

      ＜選考時期＞ 

       ２０２６年度助成分 ２０２６年２月ごろ 

 

 

◆第 14 助成決定団体の義務 

     １．助成事業の実施に当たっては、看板、ポスター、チラシ、その他印刷物等を製作す

る際には「TSK グループ伝統芸能助成金制度」対象事業である旨を表示するものとす

る。 

     ２．助成団体は、当制度に関する取材や広報などに可能な範囲で協力するものとする。 

 

◆第 15 事務局 

     当制度の事務局はＴＳＫさんいん中央テレビ総務局内に置き、運営のための庶務・経理

を処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 名 事 業 内 容 対 象 経 費

伝統芸能の保存及び次世代への継承に
有効な成果が期待できる事業

      例)
           ・伝統芸能の記録保存
           ・後継者養成のための活動

伝統芸能で用いる道具等を修理又は
新調する事業

地域伝統芸能に関する

行事等実施事業

地域伝統芸能に関する

保存・継承事業

地域伝統芸能に関する

修復事業

その他、地域伝統芸能の
振興に寄与する事業

・設営・舞台費
     (会場使用料、会場設営費、運搬費
      舞台道具製作費、看板製作費

      楽器借り上げ料等)

・印刷費
     (チラシ・ポスター製作費等)

・記録費
・通信費
・保険料
・交通費、宿泊費
・用具運搬費など

・会場費
・記録費
・記録作品制作費
・備品（道具・用具）購入費
・通信運搬費
・印刷費
・講師等謝金
・講師等旅費宿泊費
・保険料など

・材料費
・工具、道具代
・修理、製作費
・衣装、道具購入費など

伝統芸能の活性化に有効な成果が期待
できる事業。

      例)
           ・伝統行事の実施
           ・伝統芸能の発表会等



 

 

2026年度 応募から助成までの流れ 

2025年10月1日 

～12月19日 

2026年4月1日 

～2027年4月15日 

2026年2月ごろ 


